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 はじめに
東アジアと呼ばれる地域は、地理的にはアジア大陸の東部に位置する地域
を指し、日本・朝鮮半島・中国大陸、台湾を意味しているが、その使われ方
は多様で、曖昧である。ASEAN が東アジアの一部として定義されることも
ある他、インドやモンゴルなどを含めて「東アジア」と呼ぶ場合もある。し
かし､「東アジア共同体」構想の議論の文脈では、政府主導の経済圏構想に
おいても、また市民社会における平和共同体構想においても、その中心軸と
なるのは、日本、中国、韓国である。本来ならば、この３国について論じる
のであれば、東北アジア共同体と呼ぶ方が正確である。また、地理的概念で
考えるならば、朝鮮人民民主主義共和国（以降、北朝鮮）を含むべきである
ことは言うまでもない。北朝鮮を含む議論は後述の「もうひとつの東アジア
共同体」論で触れるが、本稿においても､「東アジア」は、日・中・韓、こ
の３国に限定して議論を進めている。
日本政府によって「東アジア共同体」構想が発表され、各界で議論される
ようになってから数年以上が過ぎようとしている。経済圏構想として注目さ
れたにもかかわらず、実体は依然として不透明であり、具体的な青写真も見
えてこないのが現状と言える。また、東北アジア地域の非政府組織 (NGO)、
市民社会、宗教団体による「東アジア平和共同体」構築への取り組みも小規
模ではあるが地道に行われている。本稿はこの政府主導の「東アジア共同体」
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日本のキリスト教運動の取り組み
構想と市民社会による「東アジア平和共同体」の取り組みを比較検討し、共
通の問題点や課題を明らかにすることによって、東北アジアにおける地域共
同体実現の可能性について検討を加えることを意図している。また、両構想
の実現のために、避けて通ることのできない政治・経済の視点からのみ考察
するのではなく、関係国に深く横たわる歴史認識の問題、また「共同体」の
基層とも言える宗教的倫理にも言及している。最初に、日本政府の議論及び
「東アジア共同体」構想の歴史的経緯に触れ、その強調点及び「東アジア共
同体構想」の背景を見てゆきたい。次に各国（韓国、中国）の議論を概観し、
日本の議論と比較をしながら、各国における「構想」の共通点、相違点を米
国との関係で明らかにしてみたい。さらに､「東アジア」の「共同体」とは
何かという定義に言及し、地理的枠組みとこれまでの「共同体」論の先行研
究を紹介したい。また､「もう一つの東アジア共同体構想」を紹介しながら､
「構想」における歴史的認識の相違に対する信頼醸成という価値構築の必要
性と信頼醸成における宗教的な倫理の役割を指摘したい。最後に､「東アジ
ア共同体構想」に不可欠と考えられる、歴史認識に関連しての信頼醸成に寄
与する、日本のキリスト教団体の取り組みを紹介したい。
 日本政府主導の経済圏地域構想
日本に民主党政権が誕生した後、鳩山首相（当時）は、2009年９月の日中
首脳会談で、欧州連合 (EU) をモデルにした「東アジア共同体」の創設を
提案した。この構想は、民主党が衆院選のマニフェスト（政権公約）でアジ
ア外交を強化する基軸として明記したものであった｡「東アジア共同体」構
想はアジア諸国と信頼関係を築き、通商や金融、エネルギー、環境等の分野
で協力体制を確立する構想として、アジア各国、日本のマスコミ等でも注目
された。この構想の参加国には、中韓両国や東南アジア諸国連合 (ASEAN)
加盟国が想定され、米国、ロシア、インド、オーストラリア、ニュージーラ
ンドなどとの連携もその視野に入れられていた。しかし、この「東アジア共
同体」構想は、新しい構想ではなく、鳩山首相の提案以前から存在していた。
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アジア地域の経済ブロック統合によって、世界経済の荒波を乗り切ろうとい
う試みは、戦前日本で唱えられた東亜協同体論・大東亜共栄圏構想に遡るこ
とができる。1980年代には大平正芳首相によって「環太平洋経済協力構想」
が打ち出されていた。また、経済ブロックを中心に据えた構想は、アジア、
特に日・中・韓、各国政府、論者によって、1990年代からその定義は多様に
展開されている。例えば、日本では政権交代前の自公政権において、2005年
の施政方針演説の中で､「多様性を包み込みながら経済的繁栄を共有する、
開かれた東アジア共同体」と定義されている1)。
次に、この経済圏構想の議論の背景とそれを牽引してきた、また牽引する
ことが期待されてきた、日・中・韓の政府主導の主要な論点と思惑を短く概
観してみたい。
 経済圏構想に関する日・中・韓の議論と米国
東アジア各国で「東アジア共同体」構想が東アジアの経済圏構想として大
きく浮上したのは、1997年にタイに始まったアジア通貨危機の時であった。
危機回避のために取られた窮余の策として、ASEAN＋３（日・中・韓）が
協議体制を立ち上げたことが構想の背景となっている。このような背景は、
EUの成立とは歴史的に大きく異なる。EUの設立は、よく知られているよ
うに、ヨーロッパ統合へのビジョンが最初にあり、シューマン・プラン2) の
戦略的統合計画のもと、50年にわたる歳月をかけて達成された。このように
誕生の経緯が異なる「東アジア共同体」構想ではあるが、構成人口が20億人
を超え、日本、韓国という先進経済国に加え、経済的躍進の著しい中国が含
まれることにより、当初から、成立すれば、EU、NAFTA（北米自由貿易協
定）を凌駕する経済圏として注目された。1990年代における中国の「東アジ
ア共同体」構想に関して、中国政治・文化を専門とする朱建栄は、以下の三
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1) 2005年１月21日 第162回国会 小泉純一郎施政方針演説
2) フランス外相、シューマン（1950年）によってドイツと共同の石炭・鉄鋼生産のプー
ル化構想が具体化され、欧州石炭鉄鋼共同体 (ECSC) が誕生し、EUに発展した。
点が構想の中心として中国内で議論されていることを指摘している。第１の
論点は、共同体構想のプロセスが、まず経済分野をベースに推進されるべき
こと、第２は、未来の構想として多元重層的に進められるべきこと、第３は、
中国自身がリーダーシップをとらず、域外大国に対して開放的であること3)。
第１の論点は、中国政府が明らかに新自由主義に基づくグローバル化に対応
する方策として「東アジア共同体」を経済の主軸をおいて構想していること
が読みとれる。第２の多元重層的な構想は、現在もそうであるが、東北アジ
アの地政学的枠組みが米国との２国間による軍事同盟で構成されていること
（日米、韓米）から、２国間の枠組みを多国間の枠組み（例えば６者協議）
に移行させることを示唆している。第３の論点は、大国としての米国との関
係を意識した議論であるが、中国が独占的リーダーシップをとることに躊躇
があるにせよ、米国を共同体のメンバーとして加えるかについて、中国の立
場が開放的であることを示唆している。朱は、この点に関して、中国が「米
国を共同体のメンバーには入れないが、共同体の重要な協力相手、パートナー、
ないしはオブザーバーと考えている」と断じている4)。この中国の一見大国
に開放的な立場の背後には、日本が一貫して日米同盟を重視する立場にある
ことへの中国側の牽制と配慮が含まれているであろう。日本は、ASEAN＋
３に加えて、米国やオーストラリアを参加メンバーとする必要性を90年代か
ら主張してきた。20世紀の中盤に「大東亜共栄圏」を樹立させようとした日
本にとって、敗戦後、アジアは「失われた」地域となり、日本のアジア政策
は米国の戦略に追従する方針をとってきた。日本における「東アジア共同体」
構想の議論の背後には、米国のアジア政策と戦略が見え隠れしている。共同
体構想の骨格は、中国同様、新たな経済圏としての貿易や金融に焦点が当て
られているが、日本政府の了解事項として、米国が進める対テロ対策や安全
保障政策の分野での協力が含まれている｡「東アジア共同体」は米国との機
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3) 朱建栄、中国はどのような「東アジア共同体」を目指すか。 雑誌「世界」2006年１
月号。
4) Ibid、朱建栄 P 161
能的協力を前提とする機能共同体を志向している。また政治・軍事を支える
アメリカと共通する価値を共有する「価値共同体」の方向性が、日本政府か
ら示唆されている。このことを踏まえて、元国連大使の谷口誠は「東アジア
共同体」の成立のためには、日本と中国の信頼関係構築が不可欠であるとし、
日本政府の対米配慮にこだわりすぎる態度を批判している。谷口は日本が中
国との摩擦を減らし、長期にわたる不況から抜け出すためにも、EU、
NAFTA（北米自由貿易協定）に続く、新たな３極構造としてのアジア経済
共同体を創設する必要があることを力説している5)。
韓国では日本の植民地支配を経て冷戦体制へ組み込まれ、南北の分断とい
う政治状況の中で､「東アジア共同体」の議論が展開されてきた。延世大学
教授の白永瑞は、盧武鉉（ノムヒョン）政権時代の地域構想を以下のように
紹介している｡「盧武鉉政府の地域構想は、南北朝鮮の関係を含んだ朝鮮問
題解決のための戦略であると同時に、周辺諸国による東北アジア統合の動き
に対する対応戦略である。はじめは、日中政府側の構想と同じく経済に始ま
り「繁栄の共同体」を実現した後､「平和の共同体」を作り上げるというビ
ジョンを提示したが、次第に経済中心の発想から脱して、平和が繁栄を保障
し、繁栄がまた平和を作り出すという循環構造を強調するようになる｣6) 白
は盧武鉉政権がこの地域構想の中で、地域の範囲を東北アジアに限定し、韓
国の自主国防と韓米同盟を重視していることも付け加えている。盧武鉉政権
の共同体構想が経済と平和の循環構造として議論されていることは、南北の
分断と緊張関係を反映していると思われる。冷戦状況が続く朝鮮半島におい
ては、経済共同体と同様に安保共同体としての地域統合が重視されているこ
とがわかる。2000年６月に開催された南北首脳会談で発表された「国家連合、
あるいは低い段階の連邦」という南北統一のビジョンが地域構想の背景にあ
ると同時に、朝鮮半島に残る冷戦構造から目をそらさず、米国及び周辺諸国
「東アジア共同体」の構築と「歴史認識」の相違 553
5) 谷口誠「東アジア共同体 経済統合のゆくえと日本」岩波新書、2004年
6) 白永瑞「平和に対する想像力の条件と限界」雑誌「世界」別冊第764号、岩波書店、
2007年
との軍事的連携を模索する韓国の現実主義が伺える。
日・中・韓の共同体構想に関する政府レベルを中心とした議論を整理して
見るならば、少し乱暴になるが、その特色として次の３点に要約できる。第
１は、各国の共通点として、経済統合が共同体構想の推進力として作用して
いること。第２に、追随するか距離をとるかの差はあるにせよ、米国との関
係を優先して共同体が構想されていること。第３に、冷戦期の分断構造から
脱して平和共同体を模索し、平和の実現から経済的繁栄の実現を作り出す意
思があること。
 「共同体」論の先行研究と方法
冒頭に述べた「東アジア」に関する地理的概念が曖昧、多様であると同様
に､「共同体」に関する議論、先行研究も多種多様に存在する。古典的な議
論としてよく引用されるのはテンニェスの定義である。テンニェスは「共同
体」について以下のような定義をしている。彼の書いた「ゲマインシャフト
とゲゼルシャフト」(1887年) において、ゲマインシャフトは一般に共同体
と訳されるが、地縁、血縁を中心に結ばれる共同体を指している。これに対
してゲゼルシャフトは利害関係や目的意識などに強調点がおかれた社会、共
同体を意味している。社会と歴史の進展はゲマインシャフトからゲゼルシャ
フトに移行すると考えられ、近代形成過程の中心的な共同体論と言える7)。
ゲマインシャフトとゲゼルシャフトの関係をさらに発展させて考察したのは
マッキーヴァーで、彼は「コミュニティ」(1917年) を著わしている。マッ
キーヴァーは、共同体を基本的に生活が営まれる場としてとらえ、人々の生
活や文化などが分かち合われる「場」としての統合体と定義している。マッ
キーヴァーはテンニェスのように「ゲマインシャフト 」が「ゲゼルシャフ
ト」に歴史的に移行するとは必ずしも考えておらず、未来においても重要な
共同体の在り方として､「ゲマインシャフト 」をとらえていた。マッキーヴァー
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7) テンニェス「ゲマインシャフトとゲゼルシャフト」杉之原寿一訳、岩波文庫、1957年
は、共同体の内部に共通する価値や関心事がかならず存在し、その価値を体
現する「アソシエーション」と呼ばれる小さな組織が多様に存在しているこ
とを指摘している8)。地縁共同体や血縁共同体は日本や東アジアにも多様な
形で存在しており、近代化によってそれらの共同体が利害関係を中心とする
ゲゼルシャフトによって「遅れたもの」として凌駕される方向性にあったこ
とは、よく知られている。しかし共同体が存続するには、その共同体が地縁
であれ、血縁であれ、また利害を共通する結びつきであれ、構成員によって
大切にされる共通の価値や倫理が前提とされている。共同体の存続には構成
員の存在を根底から支え、共同体に同一化できる価値や倫理を納得し、諒解
することが不可欠となる。
近代社会とこの「小さな集団」の共通の価値、倫理との関連で、哲学者の
内山 節は、トクヴィルの書いた「アメリカのデモクラシー」に言及してい
る。トクヴィルは共同体について研究した政治学者ではない。彼の書いた
「アメリカの民主政治』も、調査にでかけたアメリカ社会の報告であり、特
に共同体について言及しているものではない。しかし、内山はこのアメリカ
報告が、これからの共同体、とりわけ都市の共同体、あるいは都市のコミュ
ニティを考える上で、多くのの示唆を与えてくれることを指摘している。例
えば、トクヴィルが渡った1930年代のアメリカは世界でもっとも民主的な国、
民主主義が確立されている国だと思われていた。もちろん黒人奴隷の問題な
ど多くの問題はあったが、当時のヨーロッパからみれば、民主的な新大陸で
あった。トクヴィルはそのアメリカ報告で､「強権的なもの｣､「全体主義的
なもの｣､「抑圧的なもの」を観察したことをも伝えている。トクヴィルは健
全な社会とは多様な「精神の習慣」が存在する社会で、この「精神の習慣」
はトクヴィルが社会を分析していくときの鍵概念となっている｡「精神の習
慣」は､「心の習慣」と訳されることもある。普通、社会分析の方法として
は、その社会の構造分析が軸に置かれる。つまり経済構造がどうなっている
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8) マッキーヴァー「コミュニティ」中久郎・松本通晴訳、ミネルヴァ書房、2009年
のか、社会構造、国家構造がどうなっているのかなどを分析することによっ
て、その社会の姿を考察していく方法である。しかし、トクヴィルはこのよ
うな構造分析をほとんどせず、これに代わって用いられたのが、その社会で
暮らしている人たちが、どんな「精神の習慣」をもって生きているのか、で
あった9)。このトクヴィルの方法論は「東アジアの共同体」を分析する時に
も有効で、示唆に富んでいる。東アジアに住む人々の「精神の習慣｣､「心の
習慣」によって、東アジア共同体を分析することは、換言するならば、東ア
ジアに住む人々の「精神の習慣｣､「心の習慣」が東アジアの共同体の根底に
あるこを再認識することに他ならない。たとえば、東アジアの人々が「家父
長的」な精神の習慣をもって暮らしている共同体があれば、その共同体は家
父長的な共同体となる。人々が経済発展こそが豊かさをもたらすという精神
の習慣をもって暮らしていれば、その共同体は経済発展を第一の課題とする
共同体としてかたちづくられることになる。東アジアの共同体とは、さまざ
まな精神の習慣が併存している共同体である。ひとつの精神の習慣が覆って
いるような共同体ではない。東アジアには多様な伝統、価値、宗教が併存す
る多元的な社会である。そのような地域で、ひとつの理念が支配するような
共同体を構想するということになれば、その理念だけが正義になり、それと
は異なる精神の習慣を圧迫することになるであろう。トクヴィルが近代社会
のあり方として提起した分析方法は、東アジア共同体の分析にも当てはまる
のではないだろうか。
 もう一つの東アジア共同体論
朝鮮史等の著書も多く、韓国の民主化運動の時は、日韓のキリスト者と連
携して行動した和田春樹は､「東北アジア共同の家」構想を提唱している10)。
また同じ東京大学で教鞭をとる、キリスト者でもある姜尚中は、和田同様､
「東北アジア共同の家をめざして」を著し、経済圏構想を中心とした、政府
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9) 内山 節「共同体の基礎理論｣ 農山魚村文化協会（農文協)、2010年
10) 和田春樹「東アジア共同の家 新地域宣言」平凡社、2003年
主導の、より現実的な「東アジア共同体」構想に意義申し立てをしている11)。
両者とも経済よりは政治・安保を優先する構想として論じているが、和田は、
構想を実現する中心的な役割をアジア地域に散在するコリアンが担うことを
想定している｡「共同の家」の実現が朝鮮半島の和解と平和統一を前提とし
ていることから、自らを「ユートピア主義」と位置づけている。姜もまた、
朝鮮半島が東北アジアにおいて最も不安定な要因を抱えていることから、朝
鮮半島統一のために日本を含めた周辺国が何をすべきかを重要視している。
勿論、両者とも FTA、環境保護、北朝鮮の核保有の問題等、現実的な対応
についても言及している。しかし、両者の議論の中枢にあるのは、東北アジ
ア地域における未来へのビジョンであり、理想主義とも言える「共同の家」
構想である。和田春樹と姜尚中は共に､「共同体」ではなく「共同の家」と
いう用語を用いている。キリスト教のエキュメニカル運動（教会一致運動）
がギリシャ語のオイコス（家、共同体）を語源としている（経済＝エコノミー
も同一語源）ことと、和田と姜が「共同の家」という「家」概念を用いてい
ることの関係は明確ではない。しかし、世界や地域を「家」と見なし、そこ
に住む構成員家族、住人が主体となり、平和共同体を実現することを目指し
ていることは、エキュメニカル運動にも共通している。両者によれば､「東
アジア共同体」構築のビジョンを決定するのは「共同の家」の住人である。
政府主導の「共同体」構想では経済圏として、その主体は国家、各国政府と
考えられるが、もう一つの東アジア共同体論はそこに住む人々の営みを起点
としている。東アジアを構成する国々による「共同体」の創出は、国家主義
を超える、そこに住む人々の歴史認識や宗教及び倫理的伝統に根ざしたビジョ
ンとして提示されている。和田春樹と姜尚中が提唱する、もう一つの「東ア
ジア共同体論」は共同体構築というビジョンを夢物語として裁断するのでは
なく、それを培養し、共有し、東アジアという社会空間に住む人々の課題に
引きつけて構想する方向性を示唆している。
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11) 姜尚中「東アジア共同の家をめざして」平凡社、2001年
 儒家思想の「倫理」的伝統と宗教の多元性
東アジアに生きる者が、この地域で共同体を構築しようとする時､「倫理」
的な伝統や宗教的要素は、どのような意味をもつのだろうか｡「倫理」とは
英語の ethics の訳語だが、ラテン語の ethica「エチカ」は「慣れ親しんだ
住居とか習慣」を意味している。すなわち、東アジア共同体の「倫理」とは、
慣れ親しんだ東北アジアという地域に固有に存在するものであり、東北アジ
アの伝統、習慣と深い関係があることを示唆している。また語源とされるギ
リシア語の「エートス」も「習慣的・習俗的」という意味が含まれているこ
とから、東アジアに共通する「エートス」の問題を論じることともなる｡
「エートス」という概念を広めたドイツの社会学者マックス・ヴェーバーは
エートスを、社会認識の基軸として捉え、人間の生活態度、心的態度、倫理
的態度に分類している。例えば、人間の営みの一つである政治的な行為につ
いても、個人の内在性の基準、個人の内面に光を当てて、その意味を探ろう
としている。一方で、倫理という用語は、ギリシャ哲学や西洋思想の専売特
許でないこともよく知られている。古代中国の儒教のテキストのなかにも倫
理という概念が見られる。儒教では倫理を「ものごとの筋道｣､「人の道をふ
みはずしていないこと」と理解される。この古代中国に成立した倫理感は、
人間存在のあり方の規範として、政治や経済の道理として、儒教の伝来とと
もに、朝鮮半島の人々や日本人の心のうちに定着したと考えられる｡「人倫
の道」とか「五倫五常」という術語も、明治以前の日本の政治思想に影響を
与え、社会の人間関係の基底をなした概念であった。儒家思想は日本ばかり
でなく、本家の中国から、朝鮮半島を含めた漢字文化圏に広く伝播された。
そして、この儒家思想は「宗教」というよりは「思想｣､「倫理」として、東
北アジアに生きる人々の「心の習慣｣､「精神の習慣」大きな影響を与えたと
言える。しかし、現代の東アジア社会を儒教社会と呼ぶことはできないであ
ろう。現代の東北アジアには、儒教は古臭いもの、前近代的な遺物という感
覚も存在する。東北アジアを儒家思想という一つの「倫理」や一つの宗教に
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収斂することはできない。東北アジアの国々の宗教を概観しても中国におけ
る道教、韓国における仏教、キリスト教、日本の神道、仏教は、それぞれの
国々で大多数を占める宗教ではあるが、唯一無二の宗教ではない。東北アジ
アは創唱宗教（組織的な宗教）に加えて多種多様な自然宗教（アニミズム的、
組織化されていない宗教）が混在し、宗教多元的社会を形成している。一つ
の倫理的伝統を抽出し、その伝統を中心に共同体を説明したり、共同体の構
成主体に位置付ける試みは、宗教多元社会においては大きな無理が伴う。そ
れでは、経済圏としての地域共同体、また、そこに生きる人々を主体とした
「平和共同体」を構築しようとする時、その倫理的基礎となる「エートス」
をどこに求めることが可能であろうか。筆者は東北アジアの人々が経験した
「共通の過去」に遡り、そこから生じる「歴史認識」の共有化と人道的な
「和解」が重要であると考えている。日・中・韓の政府レベルにおける経済
圏構想が進まないのも、日・中・韓の間には、歴史認識の相違からくる政治
的、社会的、倫理的な深い溝があり、歴史的基盤が脆弱であることによる。
この脆弱さは､「東アジア共同体」構想の具体化を停滞させ、共通の将来的
ビジョンを構築できない大きな原因の一つとなっていると考えられる。共同
体成立のための日・中・韓の議論や交渉は遅々として進まず、時として日・
中の覇権争いの様相を呈してきた。政府主導の「東アジア共同体」構想は、
経済圏構想として、地域内の大半の国がその前進によって開発や貿易の促進、
外交上の利益や安全保障の強化が実現することを、大きなインセンティブと
して議論されてきた。しかし、この構想が歴史認識の相違、各国に地下水の
ように流れている倫理的伝統への無配慮という致命的な欠陥を内包している
ことから、関係各国の歴史的過去や地域内の冷戦状況を克服することなしに､
「共同体」が実現することは至難の業といえる。日本政府を中心とした「東
アジア共同体」に関する議論は、アメリカの外交政策に多大な配慮をする一
方で、日中、日韓の歴史認識の相違を克服しようとする努力は、その優先順
位が非常に低く、修復や考慮する姿勢はほとんど見られていない。
次に日韓の歴史認識の相違について具体的な事例を通して触れてみたい。
「東アジア共同体」の構築と「歴史認識」の相違 559
 日・韓の歴史認識の相違の事例
一昨年（2010年)、８月14日、日本の NHK で「日本のこれから、日韓の
若者が徹底討論」という番組が放送された。この番組後半に紹介されたアン
ケート調査によると、日本で最も知られている韓国人の第１位はペイ・ヨン
ジュ（ヨン様）であるのに対して、韓国で最も知られている日本人は伊藤博
文であることが報告された。ヨン様とは勿論､「冬のソナタ」に代表される
韓流ブームの集大成的なシンボルであり、伊藤博文は時代を100年逆進させ、
韓国統監府の初代統監､「韓国併合」のシンボルにたどり着く。このアンケー
ト調査の結果を聞いて、二つの全く違う写真を思い起こした。一つはヨン様、
ペイヨンジュの写真。甘いマスクのヨン様に代表される、日本の若者をも魅
了する多くの韓流スターの映像は、仮に未来志向の日韓関係のシンボルであ
るかもしれない。もう一つの写真は、日本の教科書にも掲載されている、和
服を着せられた韓国の皇太子の横に保護者の様に立っている伊藤博文の写真
である。韓国の人から見れば、和服を着せられた皇太子は屈辱のシンボルで
もあるだろう。日本が韓国を「併合」して100年以上になる現在、日韓の若
者、若者ばかりでない、日本人と韓国人の歴史認識の溝がこれほど深いこと
に驚かされる。1875年江華島事件から朝鮮侵略を開始した日本は、日清・日
露戦争を経て、1910年に「韓国併合条約」で大韓帝国の植民地化を完成させ
る。日本の近代化の歴史は、朝鮮半島への介入と軌を一つにして進められて
きた。36年間に及ぶ植民地支配は、1945年の日本の敗戦（朝鮮半島から見れ
ば解放）とともに終結する。しかし、67年後の今も、植民地支配の清算は済
んでいない。現在も、ソウルの日本大使館前では、元日本軍「慰安婦」ハル
モニたちによって、日本政府に謝罪と補償を求める「水曜デモ」が1992年の
１月から毎週、水曜日に行われている。2011年12月14日、集会が通算1000回
を迎えたことを記念して､「歴史を忘れないために」と、日本大使館そばに、
元慰安婦の少女時代を題材にした記念碑が設置された。韓国政府に登録した
元慰安婦は234人おり、一昨年（2010年）16人が亡くなり、生存者は63人に
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なっている。平壌から中国の戦地に13歳の時に連れて行かれたという元慰安
婦の吉元玉（キルウオノク）さん（83歳）は､「日本政府は間違ったことを
したと認め、きちんと謝ってほしい」と訴えている。(朝日新聞夕刊2011年
12月14日）日本では、1990年代の初頭、戦後責任問題がアジアの人々から再
度提起された。冷戦構造が崩壊した90年代に入り、半世紀の時間の沈黙を破
り、戦争の被害者が日本の責任を問い始め、90年代以降、2010年までに、80
件を超える戦後補償関係の裁判が起こされている。過去に植民地帝国として
異民族を支配し、侵略を行った日本は、歴史的な責任と向き合わず、被害者
の声を放置してきたためではないだろうか。日本政府は、慰安婦問題に関し
て、一貫して65年の日韓国交正常化時に結んだ請求協定で「解決済み」とし
ている。
 日本のキリスト教会の戦責告白と和解の取り組み
中国・朝鮮半島
日本のキリスト教会の歴史において、戦後50年を迎えた1995年に、過去の
戦争責任、歴史認識に関する、様々な声明が教会及びキリスト教主義諸団体
より出された。1995年１月５日付けで、日本キリスト教協議会 (NCC) は、
中嶋正昭議長名で声明を出し､「神とアジアの隣人に赦しを乞い」新たな平
和の歩みを誓っている。日本福音同盟 ( JEA) は６月に開催された第10回総
会にて、戦時下における教会の罪責を悔い改め、戦後の歩みを反省する､
「戦後50年にあたっての JEA 声明」を採択した。すでにいくつかの教会は、
戦後15年戦争に関連して、教会が神社参拝という偶像礼拝の罪を犯し、アジ
アへの植民地政策に積極的に加担したという歴史認識を示す声明、告白を発
表していた。主要なものとしては､「第二次大戦下における日本基督教団の
責任についての告白」(1967年、日本基督教団)､「日本基督改革派教会創立
30周年記念宣言」(1976年、日本基督改革派教会)､「戦争責任に関する信仰
宣言」(1988年、日本バプテスト連盟)、日本バプテスト同盟「戦争責任」に
関する悔い改め（1992年、日本バプテスト同盟)､「第二次大戦下における日
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本ナザレン教団の責任についての告白」(1993年、日本ナザレン教団）｢宣教
100年信仰宣言、明日の教会にむかって」(1993年、日本福音ルーテル教会）
などがある。また、1995年に入ってからは、日本カトリック司教団、沖縄バ
プテスト連盟、日本カトリック正義と平和協議会、日本福音キリスト教会連
合、明治学院、等が声明を発表している12)。
日本のキリスト教エキュメニカル運動（教会一致運動）は1980年代に入り、
NCC（日本キリスト教協議会）を中心に中国と朝鮮半島（韓国・北朝鮮）
との教会交流を開始し、東北アジアにおける平和共同体の構築を意図し、和
解と一致の働きを進めた。日中の教会交流の歴史は、NCC が、1983年に第
１回訪中団を送り、翌年、1984年に第１回中国基督教協会訪日団を迎えてい
る。この訪問により、中国教会と日本の教会の公式な関係が開始される。こ
の相互訪問を契機に、NCC は、日本の教会の戦争責任を告白し、共に世界
の平和と両国の人々の福祉のために手を取り合って力を尽くすことを約束す
る。1987年以降、NCC は具体的な協力交流活動として日本語教師の派遣を
おこない、2007年までに20名に及ぶ日本語教師を各２年から３年ずつ派遣し、
民衆レベルの交流、キリスト者同士の親睦を深めた。その後、公式相互訪問
としては、1996年春に、第２回 NCC 訪中代表団が中国を訪問し、1999年に
は、第２回中国基督教協会訪日団を受け入れている。1996年の訪問時には、
中国基督教協会に対して、1894年の日清戦争から始まる歴史の中で、日本の
中国への侵略によって多大な被害と苦痛を中国の人々に与えたことを書面で、
改めて謝罪している。過去の歴史において日本の教界が侵略に対して抵抗し
たのではなく、追従、加担した罪を告白しなければならないことを伝えてい
る。また、NCC は、当時、毎年行われている日本政府関係者による靖国神
社参拝に対して、反対を表明していること、過去の歴史を直視し、日中両国
の教会の交わりと信頼に基づき東北アジアの平和と和解に向けて共通の働き
を展開していきたいことを表明している。さらに、2004年９月には、第３回
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12) ｢資料編 キリスト教諸教団・諸団体の声明（１)、(２)｣ ｢福音と世界｣、1995年８月、
９月号
NCC 中国教会訪問代表団が派遣され、2007年には中国キリスト教両会（中
国基督協会及び三自愛国運動）が訪日する。第４回の相互訪問は、2009年に
日本から中国へ、翌年、2010年に中国からの正式訪問団を受け入れている。
これの相互訪問は、限られた人数と期間の中で行われるため、平和共同体構
築のための大きなステップとは成り得ないが、共産主義という体制の中にあ
る教会という限定を考慮するならば、両国のキリスト者の交流の輪を広げ、
相互の交わりを深める意義は大きい。2007年４月19日から４月26日までの第
３回訪日では、中国基督教協会・三自愛国運動委員会 (CCC/TSPM) から訪
問代表団10名が、東京を中心に、関東及び関西を訪問した。(中国訪問団団
長、季剣虹氏（中国キリスト教会三自愛国運動委員会議長）は関西学院大学
にて記念講演をしている）この訪問の結果として、以下の４項目が相互確認
されている。1）両協議会は、交流を図るために相互の訪問計画を今後も継
続していく。2）両協議会は、その傘下にある団体、機関などに人的な短期、
長期にわたる研修プログラムを検討し、人事を通しての相互の交流を推進し
ていく。3）両協議会は、イエス・キリストの福音伝道を行うために、相互
にもてるキリスト教信仰の資質を共に分ち合い、学びをする。4）両協議会
は、アジアの諸活動に共同の関心を持ち、地域の福音宣教と世界平和に相互
に貢献していく13)。これら４項目に基づき、日中の教会はそれぞれのエキュ
メニカルなネットワークと連携して、民衆交流を現在も継続している。中国
の教会は、政府公認教会と地下教会に大別される。前述したように、政府主
導で議論されている「東アジア共同体」構想は、中国の経済的繁栄のために
周辺諸国の安定と平和が不可欠であることに収斂されている。これに対して
エキュメニカル運動が目指す「平和共同体」の視点から見るならば、これら
中国の外交戦略の裏側にある中国に生きる人々の問題、民族主義や国内にお
ける経済格差、人権の問題に光を当てねばならないであろう。
朝鮮半島の和解と平和に、エキュメニカル運動が取り組みを開始するのは、
「東アジア共同体」の構築と「歴史認識」の相違 563
13) 日本キリスト教協議会、常任常議員会（2007年５月25日）報告資料。
1984年10月に、日本の東山荘（御殿場にある日本 YMCA 同盟所有の研修施
設）で開催された世界教会協議会（WCC）主催の「東北アジアの正義と平
和」会議からであった。会議は分断が続く朝鮮半島の統一問題に対するエキュ
メニカル運動の方向性を明らかにする出発点であった。会議とその後の進展
は、総称して「東山荘プロセス」と呼ばれ、エキュメニカル運動の世界共通
語として市民権を得ている。会議の１年後、85年には、WCC 代表団が、86
年には米国 NCC 代表団が、北朝鮮を訪問した。また、86年には、スイスの
グリオンにて、WCC 主催で会議が開催され、南北のキリスト者代表が出席
し、聖餐式を共にした。この会議は､「キリスト者の平和への関心に関する
聖書及び神学的基盤」を主題にして行われた。1988年に行われた第２回グリ
オン会議の声明には、1995年を朝鮮半島の解放と統一のための「ヨベルの年」
(７という聖数の７倍の年、50年目には奴隷が解放され、借金が取り消され
る年とした。古代イスラエルの社会正義の習慣。旧約聖書に記されている｡）
とすることが宣言された｡「グリオン会議」は以降、CCA 及び韓国 NCC と
の緊密な連絡と協力のうちに、90年の第３回会議まで朝鮮半島の平和と統一
に向けたエキュメニカルな取り組みとして継続された。84年の東山荘会議以
降、 87年５月、日本の NCC は、隅谷三喜男、中嶋正昭、前島宗甫の三人
の代表を北朝鮮に派遣し、 朝鮮キリスト教連盟 (KCF) を訪問し、交流の
可能性について意見交換をしている。顔と顔の見える信頼醸成の取り組みが、
日本の教会と北朝鮮の教会との間で開始された。訪問で合意されたのは、
KCF 代表を日本に招き、韓国 NCC との三者でシンポジュウムを開催する
ことであった。88年に予定されたシンポジュウムは、87年に起きた大韓航空
機爆破事件の影響で、北朝鮮政府より KCF 代表の渡航許可が降りず、韓国
NCC、日本の NCC、在日大韓基督教会の三者で､「朝鮮半島の平和／統一と
日本」を主題に開催された。日本の NCC は KCF への招聘の可能性をあき
らめず、89年６月に朝鮮キリスト教連盟代表団歓迎実行委員会を組織し、さ
らに計画を進めた。日本政府の姿勢の変化も手伝い、同年９月28日に、KCF
李哲代表、他３名が来日し、10月５日まで滞在した。 滞在中、日本基督教
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団、信濃町教会にて合同礼拝が行われ、韓国 NCC からは12名の代表が参加
した。韓国 NCC は、日本の会合に先立ち、88年２月の総会にて、1995年を
「平和と統一のヨベルの年」とすることを宣言し、WCC 及び CCA（アジア
キリスト教協議会）に呼びかけ、同年、春に仁川で､「世界キリスト教韓半
島平和会議」を開催していた。世界各国より、300名以上が参加し、朝鮮半
島における平和と統一がエキュメニカル運動の共通の課題であることが確認
された｡「東アジア平和共同体」の創出は朝鮮半島の和解と平和なくして実
現されないことが認識された。また、在日大韓基督教会は、89年７月に代表
団６名が北朝鮮を訪問し、交流を開始した。東西の冷戦状況が急激に変化す
る中、朝鮮半島への取り組みは、欧米の教会と歩調を合わせてアジアのエキュ
メニカル運動の中心課題として、90年代を通して取り組みがなされた。1995
年に起きた、北朝鮮における大規模な洪水被害を契機に、日本の NCC 及び
在日大韓教会を含めた、アジア及び世界のエキュメニカル運動は、北朝鮮へ
の人道支援活動を開始する。東山荘プロセスを重要な柱として取り組まれて
きた「東アジア平和共同体」の構築は、共同体の参加国であるべき北朝鮮を
含める形で、人道的な視点からの連帯活動が具体化すこととなる。北朝鮮へ
の人道支援を中心に展開された東山荘プロセスは、現在も韓国の教会協議会
(NCCK) に事務局を設置し、朝鮮半島の平和と和解を目指し世界の教会組
織と連携しながら進められている14)。また、日本のキリスト教会は国内の
NGO 及び市民社会、他の宗教団体と協働して、東北アジアにおける「平和
共同体」の構築を模索してきた。国家の枠組みを超える､「東アジア平和共
同体」構築は、勿論、容易なことではない。冷戦状況が続き「抑止論」が幅
を効かせ、経済圏としての政府主導による「共同体」構想が進展しない現在、
日本のキリスト教会や NGO、市民社会のによる平和共同体の創造的な試み
は､「信頼の醸成｣､「対話の継続性」など平和共同体の前提条件となる有効
な価値を示し続けてきたのではないだろうか。いつの日か、朝鮮半島に平和
「東アジア共同体」の構築と「歴史認識」の相違 565
14) 東山プロセス及び北朝鮮への人道支援の取り組みの詳細に関しては、拙著「アジア・
エキュメニカル運動史」新教出版、2007年参照。
が訪れ、南北が統一される時、日本と北朝鮮の国交が回復され､「東アジア
平和共同体」が実現するとき、これらの取り組みの実践は歴史の中で、輝き
を増すだろうと考えられる。(了）
（筆者は関西学院大学商学部教授）
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